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第一項　単位費用算定基礎

第一　単位費用算定の概要

第二　本年度主要改定内容

第三　行政事務内容

特別障害者手当等費

第四　標準団体行政規模

人口 人 福祉関係職員

福祉事務所 ヵ所 　現業員等 人

民生委員 人 　身体障害者福祉司 人

　知的障害者福祉司 人

第五　職員配置

（単位　　人）

第六　単位費用算定の基礎

（単位　千円）

　児童福祉費、母子父子寡婦福祉対策費について、こども子育て費に移し替えたこと。

細　　目 細　　節 行　政　事　務　内　容 根拠法令

第二款　社　会　福　祉　費

1 　社会福祉費の測定単位は「人口」であり、社会福祉事業費、障害者福祉費等を算定することとしている。

2 　標準団体の行政規模は、「人口」100,000人と想定している。なお、障害者福祉費等町村の行政に属さない経費については、
普通態容補正の行政権能差により、当該経費を減ずることとしている。

3 　単位費用は、標準団体の一般財源所要額を805,035千円と見込み、8,050円とした。

2. 障害者福祉費 (1) 障害者自立支援費 障害者の自立支援についての給付等の事務 障害者総合支援法

1. 社会福祉事業費 社会福祉共通費 社会福祉事業事務に従事する職員の設置に関する事
務、その他社会福祉事業に関する事務

項　　　目 行　政　規　模 項　　　目 行　政　規　模

100,000

(2) 特別障害者手当等の給付に関する事務 特別児童扶養手当等の
支給に関する法律

11

1

1

1

190

9 111. 社会福祉事業費 1 1

細　目 細　節 課　長 職員Ａ 職員Ｂ 合　計

社会福祉共通費

合　　計 1 2 10 13

1 22. 障害者福祉費 (1) 障害者自立支援費 1

（A) (A)÷100,000人

細　目 細　節 総額

特定財源
一般財源 単位費用

国庫支出金
使用料
手数料

計

2.障害者福祉費 (1)障害者自立支援費 2,660,363 1,956,019 1,956,019 704,344 7,043

円

1.社会福祉事業費 社会福祉共通費 101,292 11,043 11,043 90,249 902

合　　　　　　　計 2,803,092 1,998,057 1,998,057 805,035 8,050

10,442 104(2)特別障害者手当等費 41,437 30,995 30,995

7,290

76,052 761

その他 2,727,040 1,998,057 1,998,057 728,983

内
訳

給与費 76,052
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第二項　標準団体行政経費積算内容

（単位　千円）

職員数11人

施設職員研修会講師謝礼

社会福祉事業啓発費

障害者基本計画関連経費

社会福祉計画承認等事務

成年後見制度利用促進事務

その他(労働福祉施設運営費、備品購入費(授産施設)、

旅費、役務費等)

福祉活動専門員設置事業費

生活困窮者自立支援事業(共助の基盤づくり事業)

重層的支援体制整備事業

生活困窮者就労準備支援等事業費補助金

重層的支援体制整備事業交付金

重層的支援体制整備事業交付金

（単位　千円）

職員数2人

特殊勤務手当

医師等手当(訪問審査分)(1/2)、身体障害者・知的障害者相談員手当※

旅費、役務費等

自立支援医療給付支払手数料

育成医療費給付支払手数料

障害者自立支援給付費負担金

地域生活支援事業費補助金

地域生活支援事業（障害支援区分認定等事務等）（H28一般財源化）

地域活動支援センター等運営費

市町村障害者生活支援事業費

重層的支援体制整備事業

障害者医療費負担金

障害者自立支援給付費負担金等

重層的支援体制整備事業交付金

障害者自立支援給付費負担金等

重層的支援体制整備事業交付金

（積算上、会計年度任用職員に該当する職種には※を付している）

（細目）1社会福祉事業費　（細節）社会福祉共通費

区　　分 金　　額 積　算　内　容

需 用 費 等 10,215 1,127

3,015

155

4,785

給 与 費 62,740

報 償 費 41

15,938

歳 出 計 a 101,292

国 庫 支 出 金 9,334 1,364

1,133

負 担 金 、 補 助 28,296 9,640

及 び 交 付 金 2,718

差引一般財源　a－b 90,249

7,970

歳 入 計 b 11,043

県 支 出 金 1,709 1,709

292

報 償 費 516

需 用 費 等 6,397

（細目）2障害者福祉費　（細節）(1)障害者自立支援費

区　　分 金　　額 積　算　内　容

給 与 費 13,312 13,020

516

及 び 交 付 金 27,029

3,163

委 託 料 522 55

467

負 担 金 、 補 助 2,468,097 2,401,893

4,686

扶 助 費 171,519

16,431

14,895

2,343

県 支 出 金 652,007 650,836

1,171

歳 出 計 a 2,660,363

国 庫 支 出 金 1,304,012 1,301,669

歳 入 計 b 1,956,019

差引一般財源　a－b 704,344
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（単位　千円）

嘱託医手当

旅費、役務費等

特別障害者手当等給付費(3/4)

特別障害者手当等給付費負担金

区　　分 金　　額 積　算　内　容

報 償 費 51

（細目）2障害者福祉費　（細節）(2)特別障害者手当等費

歳 出 計 a 41,437

需 用 費 等 59

扶 助 費 41,327

歳 入 計 b 30,995

国 庫 支 出 金 30,995

差引一般財源　a－b 10,442
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第一項　単位費用算定基礎

第一　単位費用算定の概要

第二　本年度主要改定内容

第三　行政事務内容

第四　標準団体行政規模

18歳以下人口 人 社会福祉施設

児童委員 人 　保育所 ヵ所

福祉関係職員 　児童厚生施設 ヵ所

　現業員等 人 　児童遊園 ヵ所

2. こども福祉費

(1) 公立幼稚園等における施設型給付費の支給に関す
る事務

子ども・子育て支援法
学校教育法

(2) 幼児を保育し、適切な環境を与えて、その心身発
達を助長すること

(4) 公立幼稚園費

こども・子育て施
策推進事業費

こども・子育て施策推進事業
費

13

11190

3

6

3. 地方公共団体が独自に実施するこども・子育て政策に
関する事務

項　　　目 行　政　規　模 項　　　目 行　政　規　模

16,000

(1) 児童措置費 児童福祉施設に入所させた児童に対する措置に関する
事務

児童福祉法

(2) 児童扶養手当及び母子父
子寡婦福祉対策費

児童扶養手当の支給、母子・父子自立支援員の設置等
に関する事務

児童扶養手当法
母子及び父子並びに寡
婦福祉法

妊産婦及び乳幼児の保健指導・訪問指導・健康診査に
関する事務

母子保健法(2) 母子衛生費

第四款　こども子育て費

1 　こども子育て費の測定単位は「18歳以下人口」であり、こども成育費、こども福祉費、こども・子育て施策推進事業費を算定
することとしている。

2 　標準団体の行政規模は、「18歳以下人口」16,000人と想定している。なお、児童扶養手当費等町村の行政に属さない経費につ
いては、普通態容補正の行政権能差により、当該経費を減ずることとしている。

3 　単位費用は、標準団体の一般財源所要額を2,548,231千円と見込み、159,000円とした。

  地方団体が実施するこども・子育て政策の全体像を示し、こども・子育て政策に係る基準財政需要額の算定をより的確なもの
とするため、測定単位を18歳以下人口とする新たな算定費目「こども子育て費」を創設したこと。

細　　目 細　　節 行　政　事　務　内　容 根拠法令
児童福祉法1. こども成育費

(3) 子ども・子育て支援費 子ども・子育て支援新制度に係る施設型給付等の支給
及び地域の実情に応じた子ども・子育て支援の充実に
関する事務

子ども・子育て支援法

児童手当法

児童福祉法

(1) こども成育行政費 児童及び妊産婦の福祉事務に従事する職員の設置に関
する事務、児童委員に対する指示連絡に関する事務並
びに市町村児童福祉審議会の設置及び運営に関する事
務等
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第五　職員配置

（単位　　人）

第六　単位費用算定の基礎

（単位　千円）

27,796

74,493 153,939 9,621

(1)児童措置費 764,682 545,637 545,637 219,045 13,690

小計 5,770,015 3,731,590 680 3,732,270

225,693 14,106

656,277 656,277 444,738

(2)母子衛生費

職員Ｂ

4 6

合　計

福祉対策費

(1) 児童措置費 1 1 3 5

(2) 児童扶養手当及び母子父子寡婦

5

2.

153,997

84,280 5,268

1 1(2) 母子衛生費

1. こども成育費 (1) こども成育行政費 1 1

細　目 細　節 課　長

その他 6,852,498 4,387,867 680 4,388,547 2,463,951

内
訳

給与費 84,280

2.こども福祉費

合　　　　　　　計 6,936,778 4,387,867 680 4,388,547 2,548,231 159,000

(2)児童扶養手当及び母子父子寡婦福祉対策費 336,333 110,640 110,640

こども・子育て施策推進事業費 65,748 65,748 4,109

小計 1,101,015

228,432 74,493

4

合　　計 2 2

細　目 細　節 総額

特定財源
一般財源

小計 1 1

こども福祉費

1 1

職員Ａ

1 1

円

2,037,745 127,359

（A) (A)÷16,000人

6

小計 7

9 13

58,228

単位費用

国庫支出金
使用料
手数料

計

(4)公立幼稚園費 74,740 343 343 74,397 4,650

58,228 3,639

3.こども・子育て施策推進事業費

(3)子ども・子育て支援費 5,408,615 3,657,097 337 3,657,434 1,751,181 109,449

1.こども成育費 (1)こども成育行政費
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第二項　標準団体行政経費積算内容

（単位　千円）

職員数6人（子ども家庭総合支援拠点職員、要保護児童

対策地域協議会調整担当者含む）

審議会　委員16人

青少年問題協議会委員報酬

児童福祉週間講師謝礼、青少年保護育成週間指導者手当

旅費等

安心子ども基金事業

子ども・子育て支援事業計画策定経費

健全育成対策推進事業(青少年健全育成事業、親子ふれあいイベント、

育成啓発活動費、非行防止対策、児童虐待防止関連経費等)

その他(備品購入費、使用料及び賃貸料等)

地域少子化対策重点推進交付金事業

（単位　千円）

職員数1人

妊産婦乳幼児検診等(母親教室講師謝礼を含む)

母子健康事業費

妊婦健診費用助成事業費

未熟児養育費負担金等

新生児聴覚検査費

妊娠出産子育て支援交付金事業

幼児健康診査費等(乳幼児健康診査、妊婦Ｂ型肝炎検査及び

妊産婦・新生児訪問指導事業費を含む)

未熟児養育費負担金、妊娠出産子育て支援交付金等

積　算　内　容

歳 出 計 58,228

需 用 費 等 19,579 199

7,650

給 与 費 37,290

報 酬 802 737

（細目）1こども成育費　（細節）(1)こども成育行政費

区　　　分 金　　額

65

報 償 費 220

10,419

892

（細目）1こども成育費　（細節）(2)母子衛生費

区　　　分 経　　費 積　算　内　容

給 与 費 5,090

報 償 費 1,242

需 用 費 等 210,841 2,477

110,538

19,644

1,606

76,576

差引一般財源　a－b 153,939

歳 入 計 b 74,493

歳 出 計 a 228,432

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 74,493 74,493

負 担 金 、 補 助

及 び 交 付 金

337

419

委 託 料 11,259
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（単位　千円）

(児童手当費)

児童手当事務取扱費

児童手当(地方公務員分)

児童手当給付費

(施設型給付費・地域型保育給付費・施設等利用給付費)

子ども・子育て支援新制度施行経費

幼児教育・保育無償化施行経費（認可外除き）

施設型給付費（私立（1/2）・公立）

<うち新制度移行私立幼稚園・私立認定こども園（1号認定）　398,743>

<うち社会保障の充実分　297,390>

<うち人づくり革命分　580,777>

障害児保育対策事業

地域型保育給付費（1/2）

<うち社会保障の充実分　112,090>

施設等利用給付費（1/2）

<うち新制度未移行私立幼稚園　102,491>

<うち人づくり革命分　121,173>

(地域子ども・子育て支援事業等)

地域子ども・子育て支援事業

<うち社会保障の充実分　127,031>

<うち人づくり革命分　1,131>

認可化移行支援事業（1/2）

幼稚園における長時間預かり保育支援事業

<うち社会保障の充実分　3,016>

子ども・子育て支援対策推進事業

保育対策総合支援事業

日本スポーツ振興センター共済掛金負担金(保育所)

重層的支援体制整備事業

子どものための教育・保育給付費負担金等

<うち社会保障の充実分　251,138>

<うち人づくり革命分　280,445>

重層的支援体制整備事業交付金

子どものための教育・保育給付負担金等

<うち社会保障の充実分　136,906>

<うち人づくり革命分　140,411>

重層的支援体制整備事業交付金

日本スポーツ振興センター共済掛金徴収金

歳 入 計 b 3,657,434

差引一般財源　a－b 1,751,181

県 支 出 金 1,019,615 1,014,467

5,148

諸 収 入 337

国 庫 支 出 金 2,637,482 2,629,155

8,327

470

16,296

( 小 計 ) 543,154

歳 出 計 a 5,408,615

770

1,052

26,228

負 担 金 、 補 助 543,154 496,092

及 び 交 付 金

2,246

76,545

176,608

161,728

( 小 計 ) 3,088,338

2,895

負 担 金 、 補 助 3,081,460 2,666,579

及 び 交 付 金

( 小 計 ) 1,777,123

需 用 費 等 6,878 3,983

負 担 金 、 補 助 1,677,736

及 び 交 付 金

需 用 費 等 99,387 22,391

76,996

区　　分 金　　額 積　算　内　容

（細目）1こども成育費　（細節）(3)子ども・子育て支援費

- 44 -



（単位　千円）

特別支援教育支援員※

子ども・子育て支援新制度施行経費

施設型給付費等

<うち社会保障の充実分

<うち人づくり革命分

入園料等

（積算上、会計年度任用職員を想定している職種には※を付している）

歳 入 計 b 343

差引一般財源　a－b 74,397

及 び 交 付 金

3,100 >

25,981 >

歳 出 計 a 74,740

使 用 料 及 び 手 数 料 等 343

（細目）1こども成育費　（細節）(4)公立幼稚園費

区　　分 金　　額 積　算　内　容

報 酬 11,309 11,309

負 担 金 、 補 助 63,431

63,431
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（単位　千円）

職員数5人

施設諸費(児童厚生施設、保育所、児童遊園)

その他(役務費、旅費等)

障害児施設給付費等

<うち人づくり革命分　1,028>

助産施設、母子生活支援施設（1/2）

児童虐待防止対策等総合支援事業

障害児入所給付費等負担金等

<うち人づくり革命分　514>

障害児入所給付費等負担金等

<うち人づくり革命分　257>

（単位　千円）

職員数1人(母子・父子自立支援員を兼務)

母子・父子自立支援員等※

母子家庭等日常生活支援事業(1/2)

児童扶養手当事務取扱経費

児童扶養手当給付費

母子家庭等自立支援給付金事業等

児童扶養手当給付費負担金等

母子家庭等対策費補助金

（積算上、会計年度任用職員に該当する職種には※を付している）

（単位　千円）

（ 細 目 ） 6 少 子 化 対 策 費 　 （ 細

地方公共団体が独自に実施するこども・子育て政策に関する事業

（細目）3こども・子育て施策推進事業費　（細節）こども・子育て施策推進事業費

需 用 費 等 1,818

給 与 費 5,090

報 酬 4,610

（細目）2こども福祉費　（細節）(2)児童扶養手当及び母子父子寡婦福祉対策費

区　　　分 金　　額 積　算　内　容

歳 入 計 b 110,640

差引一般財源　a－b 225,693

歳 出 計 a 336,333

国 庫 支 出 金 110,338

県 支 出 金 302

扶 助 費 323,608 318,896

4,712

報 償 費 1,207

差引一般財源　a－b 219,045

国 庫 支 出 金 364,665

県 支 出 金 180,972

歳 入 計 b 545,637

709,232

10,374

6,522

歳 出 計 a 764,682

需 用 費 等 732,482 6,038

316

（細目）2こども福祉費　（細節）(1)児童措置費

区　　分 金　　額 積　算　内　容

給 与 費 32,200

金　　額 積　算　内　容

歳 出 計 65,748

区　　分

需 用 費 等 65,748
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第一項　単位費用算定基礎

第二　本年度主要改定内容

第三　行政事務内容

「65歳以上人口」を測定単位とするもの

１．高齢者福祉(保 (1)高齢者福祉(保健)費

健)費

(2)高齢者施設福祉事業費

２．介護保険費 介護保険費

「75歳以上人口」を測定単位とするもの

高齢者保健費 高齢者保健費

第四　標準団体規模

「65歳以上人口」を測定単位とするもの

65歳以上人口

養護老人ホーム措置者数

要支援・要介護者数

「75歳以上人口」を測定単位とするもの

75歳以上人口

第五　職員配置

「65歳以上人口」を測定単位とするもの

（単位　　人）

２．介護保険費 介護保険費

37合　　計 1 6 30

19 23

3 11 14

１．高齢者福祉(保健)費 (1)高齢者福祉(保健)費 1 3

細　目 細　節 課　長 職　員　Ａ 職　員　Ｂ 合　　計

行　政　規　模

19,000 人

項　　　目

5,285 人

項　　　目 行　政　規　模

31,000 人

後期高齢者医療費の給付等に関する事務 高齢者医療確保法

高齢者福祉及び高齢者保健（介護保険に係るものを除
く）に関する事務職員の設置並びに指導調査に関する事
務、地域福祉施策を推進する事務及び老人クラブの健全
な発展を期するための助成等に関する事務

老人福祉法、高齢者虐
待防止、高齢者の養護
者に対する支援等に関
する法律、高齢者医療
確保法

老人ホームに収容した者に対する保護費及び実施に関す
る事務（介護保険に係るものを除く）

老人福祉法

介護保険の給付その他の実施に関する事務 介護保険法、地域におけ
る医療及び介護の総合的
な確保の促進に関する法
律

月 46 人

細　　目 細　　節 行　政　事　務　内　容 根拠法令

3 　単位費用は、「65歳以上人口」を測定単位とするものにあっては、標準団体の一般財源所要額を2,236,284千円と見込み、72,100
円、「75歳以上人口」を測定単位とするものにあっては、標準団体の一般財源所要額を1,613,354千円と見込み、84,900円とした。

細　　目 細　　節 行　政　事　務　内　容 根拠法令

第五款　高齢者保健福祉費

第一　単位費用算定の概要
1 　高齢者保健福祉費の測定単位は「65歳以上人口」及び「75歳以上人口」であり、「75歳以上人口」を測定単位とするものにあっ

ては後期高齢者医療制度に係る経費を、「65歳以上人口」を測定単位とするものにあっては介護保険制度その他の高齢者保健福祉
に係る経費一般を算定することとしている。

2 　標準団体の行政規模は、「65歳以上人口」31,000人、「75歳以上人口」19,000人と想定している。

3

1

2

　令和６年度診療報酬改定を踏まえ、後期高齢者医療給付費負担金等の地方負担額の増を反映したこと。

　介護保険の第１号保険料の低所得者軽減強化について、標準段階の見直しに伴う公費負担の減を反映したこと。

　令和６年度介護報酬改定を踏まえ、介護給付費負担金等の地方負担額の増を反映したこと。
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第六　単位費用算定の基礎

「65歳以上人口」を測定単位とするもの

（単位　千円）

「75歳以上人口」を測定単位とするもの

（単位：千円）

高齢者保健費 高齢者保健費

第二項　標準団体行政経費積算内容

65歳以上人口を測定単位とするもの

（単位　千円）

職員数23人（保健師13人を含む）

高齢者虐待防止対策、生きがい対策、高齢者就労促進、ボランティア

活動促進、老人クラブ等助成、高齢者保健福祉マンパワー養成・確保

対策、在宅福祉事業費（三位一体改革）、保健師給与（非常勤）※

在宅福祉事業費補助金（高齢者地域福祉推進事業）

在宅福祉事業費補助金（高齢者地域福祉推進事業）

在宅福祉事業費補助金（高齢者地域福祉推進事業）

（積算上、会計年度任用職員に該当する職種には※を付している）

差引一般財源　ａ－ｂ 295,714

県 支 出 金 1,256

歳 入 計 ｂ 2,512

及 び 交 付 金

歳 出 計 ａ 298,226

国 庫 支 出 金 1,256

負 担 金 、 補 助 3,768

給 与 費 129,500

（細目）１　高齢者福祉(保健)費　　　（細節）(1)高齢者福祉(保健)費

区　　　分 経　　費 積　算　内　容

1,613,354 84,900

需 用 費 等 164,958

1,618,473 5,119 5,119

手数料 （A)

単位費用

細　目　　 細　節 総額
国庫支出金等

使用料
計

一般財源 (円）

特定財源

(A)÷19,000人

その他 2,108,653 81,649 0 81,649 2,027,004 65,387

内
訳

給与費 209,280 209,280 6,751

合　　　　　　　計 2,317,933 81,649 81,649 2,236,284 72,100

２．介護保険費 介護保険費 1,908,146 79,137 79,137 1,829,009 59,000

(2)高齢者施設福祉事業費 111,561 111,561 3,599

１．高齢者福祉(保健)費 (1)高齢者福祉(保健)費 298,226 2,512 2,512 295,714 9,539

計
一般財源 (円）

手数料

細　目　　 細　節 総額
国庫支出金等

使用料

（A) (A)÷31,000人

特定財源 単位費用
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（単位　千円）

備品購入費等

養護老人ホーム保護費（施設葬祭費を含む）

<うち処遇改善を図るための老人保護措置費に係る

支弁額の改定に伴い生じる経費の増額分

軽費老人ホーム施設事務費

<うち処遇改善を図るための利用料の改定に伴い生じる経費の増額分

（単位　千円）

職員数14人

介護保険事業計画等策定旅費、広報啓発、介護相談員等人材育成

確保事業、事業者参入促進対策、介護予防関連事業、要介護認定

円滑化事業、介護予防・地域支え合い事業費（三位一体改革影響）

、ホームヘルパー活動促進、在宅介護支援　など

介護給付費負担金

介護保険事務費

地域支援事業交付金

介護保険事業費補助金

介護給付費負担金（介護保険の１号保険料の低所得者軽減強化分）

介護保険事業費補助金

介護給付費負担金（介護保険の１号保険料の低所得者軽減強化分）

介護保険事業費補助金

介護給付費負担金（介護保険の１号保険料の低所得者軽減強化分）

差引一般財源ａ－ｂ 1,829,009

<うち社会保障の充実分　26,087>

歳 入 計 ｂ 79,137

県 支 出 金 26,343 256

26,087

52,174

<うち社会保障の充実分　52,174>

歳 出 計 ａ 1,908,146

国 庫 支 出 金 52,794 620

104,348

<うち社会保障の充実分　104,348>

<うち人づくり革命分    622>

1,239

79,108

<うち社会保障の充実分　9,817>

<うち人づくり革命分    19,477>

75,726

繰 出 金 1,681,991 1,421,570

<うち社会保障の充実分　49,092>

給 与 費 79,780

需 用 費 等 146,375

経　　費 積　算　内　容

2,206

需 用 費 等 360

扶 助 費 111,201 108,995

2,274>

55>

歳 出 計 111,561

（細目）２　介護保険費　　（細節）介護保険費

区　　分

（細目） １　高齢者福祉(保健)費　　　（細節） (2)高齢者施設福祉事業費

区　　　分 経　　費 積　算　内　容
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75歳以上人口を測定単位とするもの

（単位　千円）

（後期高齢者医療給付費負担金等）

後期高齢者医療給付費負担金

後期高齢者医療制度事業費補助金

（保険基盤安定事業）

保険基盤安定事業負担金

（後期高齢者医療制度施行関係経費）

広域連合への分担経費（事務所運営費、システム機器リース費、

旅費、消耗品費、被保険者証作成経費、制度周知用冊子・リー

フレット等印刷製本費　等）

施行事務経費（納付書作成経費、口座振替関係経費　等）

後期高齢者医療制度事業費補助金

差引一般財源ａ－ｂ 1,613,354

国 庫 支 出 金 5,119

歳 入 計 ｂ 5,119

需 用 費 等 58,468

歳 出 計 ａ 1,618,473

97,670

10,238

<うち社会保障の充実分　10,776>

<うち社会保障の充実分　3,256>

及 び 交 付 金 1,452,097

（細目）　高齢者保健費　　　（細節）高齢者保健費

区　分 経　　費 積　算　内　容

負 担 金 、 補 助 1,560,005

- 50 -



- 51 -



- 52 -



- 53 -



- 54 -



- 55 -



- 56 -



第一項　単位費用算定基礎

第一　単位費用算定の概要

第二　本年度主要改定内容

第三　行政事務内容

第四　標準団体行政規模

人

人

人

第五　職員配置

（単位　　人）

第六　単位費用算定の基礎

（単位　千円）

細　　目 細　　節 行　政　事　務　内　容 根拠法令

第二款　林　野　水　産　行　政　費

1 　林野水産行政費の測定単位は、「林業及び水産業の従業者数」である。

2 　標準団体の行政規模は、「林業及び水産業の従業者数」200人と想定している。

3 　単位費用は、標準団体の一般財源所要額を105,015千円と見込み、525,000円とした。

1 　森林環境譲与税の譲与額の増加に伴い、「森林環境譲与税を財源として実施する森林整備等」のための経費の増加額を措置した
こと。

(1) 造林(間伐を含む)対策等に関する事務 森林法

(2) 林産物に関する事務

1. 林業の振興指導に関する事務 森林法林野水産行政費 (1) 一般経費

(5) 市町村森林整備計画等に関する事務 森林法

(6) その他林業構造改善の推進等に関する事務 森林・林業基本法

(3) 林道施設に関する事務 森林法

(4) 林業労働力対策に関する事務

2. 水産業の振興指導に関する事務 水産基本法

(1) 水産増殖対策に関する事務

(7) 山村振興計画の樹立に関する事務 山村振興法

(8) 新たな緑の雇用担い手対策に関する事務

(9) 森林の経営管理に関する事務 森林経営管理法

林業施設等の整備に関する事務

項　　　目 行　政　規　模

林 業 及 び 水 産 業 の 従 業 者 数 200

(2) 水産物に関する事務

(3) 水産施設(漁港を除く)に関する事務

(4) その他水産経営構造改善の推進に関する事務

(2) 施設整備費

林 業 65

水 産 業 135

細　目 職　員　Ｂ 合　　計

県支出金等

林 野 水 産 行 政 費 2 2

細　目　　 細　節 総額 一般財源 　単位費用　

874 91,220 456,101

円

（A) (A)÷200人

(2)施設整備費 13,795 13,795 69,000

林野水産行政費 (1)一般経費 92,094

合　　　　　　　計 105,889 874 105,015 525,000

内
訳

給与費 10,180 10,180 50,900

その他 95,709 874 94,835 474,176
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第二項　標準団体行政経費積算内容

（単位　千円）

職員数1人

(林業)

林業巡視員※

計画作成経費

林道台帳作成経費

その他(原材料費、役務費、使用料及び賃借料等)

森林病害虫等防除費

林業関係団体等補助金

(森林・林業振興対策費)

公有林の管理に要する経費

新たな緑の雇用担い手対策

公有林等における間伐等の管理経費

公有林の作業道整備に要する経費

地域材利用促進対策

森林整備・林業等振興推進交付金事業

森林整備・林業等振興推進事業(一般財源化分)

森林情報活用促進事業

森林路網の整備に関する事業・施業集約化に関する事業

地球温暖化対策事業

林地台帳の整備

森林環境譲与税を財源として実施する森林整備等

森林施業計画の認定を受けた者の活動への支援

(水産業)

職員数1人

栽培漁業推進費、水産協同組合関係等

水産業振興等推進交付金事業

水産業関係施設等管理委託

水産業関係団体等補助金

森林情報活用促進事業費補助金

森林病害虫防除費補助金等

（積算上、会計年度任用職員を想定している職種には※を付している）

（細目）林野水産行政費　（細節）(1)一般経費

区　　分 経　　費 積　算　内　容

需 用 費 等 2,241 982

給 与 費 5,090

926

委 託 料 1,705

323

10

負 担 金 、 補 助 833

及 び 交 付 金

需 用 費 等 71,265 9,500

（ 小 計 ） 4,779

695

1,297

5,166

1,390

12

3,448

150

274

44,546

負 担 金 、 補 助 3,166

4,401

386

（ 小 計 ） 74,431

及 び 交 付 金

給 与 費 5,090

需 用 費 等 858 668

負 担 金 、 補 助 1,600

及 び 交 付 金

190

委 託 料 246

歳 出 計 a 92,094

（ 小 計 ） 7,794

国 庫 支 出 金 6

県 支 出 金 868

差引一般財源　a－b 91,220

歳 入 計 b 874

- 58 -



（単位　千円）

(施設整備費)

林業

水産業

区 分 経　　費 積　算　内　容

（細目）林野水産行政費　（細節）(2)施設整備費

歳 出 計 13,795

事 業 費 等 13,795 10,705

3,090
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